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I.はじめに~問題の所在
部活動は， 2012年度から完全実施されてし、る中学校学習指導要領で，教南果程との関連が図られるよう留意
することと，地蛾ぞキ牧の実態に応じ，地域の人々の協力や社会教育関係団体等との連携など運営上の工夫を行
うようにすることが求められ，それにより制度的な裏づけを得ることができた。その反面，対外試合やコンクー
ノレの際に学校外に出かけていくなと学校のある都道府県・区市町村のさまざまな特徴の影響を受けているし，
音防舌動設置数キ各部の部員数はその学校に生徒が何人し、るかということに強く影響されることから，地跡持性の
違し咋各学校の生徒数・教員数，教育目標の設定の違いなどの開数をより強くもち得るため，そのことで，学校
ごとに多様に異なる削舌動のあり方が生徒のスポーツ・野情動の機会享夏に格差を生じさせる原因の一つにな
るのではないかと危悦される。しかしながら，地域や学校ぴJ違いに注目した間百動の実態に閲する研究は，管見
の限りほとんどなかった。(西島編著2006)
一方で剖活動に関わる昨今のネ士会的な問題のーっとして，教員の多亡化が指摘されている。 OECD国際教員
指導環境調査(TALIS)によれば，日本の中学校教員の毅筋時間は参加国平均の38.3時間に対して53.9時間で，
なかでも課外活動の指導時間は参加国平均の2.1時間に対して7.7時間と 3倍に上っている。(国立教育政策研
究所2014)神林但015)は，教員の劉て化lこついて， 1950-60年代と 2000年代後半以降の労働時間調査結果
の比較から教員の労働時聞が増加傾向にあることを検註し，背景のーっとして学校行事や普問舌動指導が拡大して
きたことが挙げられると考察している。
音防舌動の教育的・社会的耳念を実現するには，地域ペヰ散の実態を把控するとともに，たとえば‘人"の手当て
のあり方のように喜岡活動をめぐる経営的な課題を抽出し，その課題の改善に取り組むことが求められる。そこで
科高では，筆者が取り組んでいる部百動の出鵡差に関する研究の一環として行った中学校教員に対する質問紙
調査をもとに，地域キ学校の違いに注目して害問舌動指導の実態と学校経営上の課題について検討していきたい。
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n:.調査の概要
1 調査の目的・対象網時期
持周査研究は『中学校教員の教育活動に関するアンケート』という表題の質問紙調査として行ったものである。
その目的は，中学校教員による音防活動指導に加えて学習十洋#・進路指導・生徒指導のようすをふまえ，地域との
関わりゃ学校規模の観保から，とれからの中学校教育のあり方を考えることである。調査は，鹿児島県・宮崎県・
長崎県の全公立中学校を対象に， 2014年12月5日から2014年12月26日に実施した。
2.調査の手続き
本調査は郵送法により行い，各中学校に下記の2種類の調査票を送付した。
q洋校調査票:各学校に1部ずd封寸。管理職の教員または校務分掌で審院舌動のまとめ役の教員に回答を依頼
した。
告激員調査票:各学校に 10部ずつ送f寸。国語・社会・数学・理科・音楽・美術・保健体育・榔貯・家庭・英
語の各新特主に担当してし喝教員1名ずつに回答射神賞した。
3.調査票の回収数・回収率
鹿児島県・宮崎県・長崎県の公立中学校への針封サ数は543校で，有効回収数は219校，回収率は40%であ
った。県おリの内訳は，鹿児島県が231校中100校で43%，宮崎県が135校中57校で42%，長崎県・が176校中
62校で35%である。教員調査票の有効回収数は1443票であった。県別の内訳は，鹿児島県が610票，宮崎県
が426票，長崎県が40n認である。
4. 中学校のある市町村の人口規模と判規模
科高では，第一に，部活動の背景にある組成樹生を捉える樹票として，学校のある市町村の人口樹莫を用いる。
具体的には，学校数がある程鹿均等に分かれるように，① i2万人以下J，②白方1人以上5万人以下J，③ i5
万1人以上20万人以下J，④ i20万1人以上」の4つの階級で，回答校の分布は表1のとおりである。第二に，
朝交の特性を捉える指t票は全校生徒数を学校規模として用いる。具体的には，① í1~30 名J ， (2) 131 ~90名J ，
@ í91~331 名J ，④ r332~823~日」の4つの階級である1)ο 回答校の分布は表2 のとおりである。
表1 人口規模別学校数 .~- ，j 1-'"'."'"肉、~~-~ " .、
学校数 号b 校数 % 
2万人以下 51 23.3 1...30人 39 17.8 
2万1人..5万人 60 27. 4 31...90人 48 21.9 
5万1人...20万人 51 23. 3 91...31人 79 36. 1 
20万1人以上 57 26.0 32...823人 53 24.2 
，Edbコh号闘+ 219 100.0 合計 219 100.0 
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表3 部活動数別学校数
学校数 有効%
1-3部 49 2. 8 
4-6部 51 23. 7 
7-13部 62 28.8 
14-31部 53 24. 7 
部活動無し 4 
合計 219 100.0 
5.部活動設置数
教育課程;内の耕ヰなどと違って，翻舌動の設置数やその活動・練習は全校生徒数ヰ教員の人数などに左右され
る。そこで，回答枝の翻舌動設置状況をみてみると，苦悶動か殻置されているのは219校中 215校，設置数が
最も少ない学校で1部，最も多い学校で31部，平均音陪動設置数は8.8部だった。以下の分析では，剖指動設
置数を学校数がある程度均等に分かれるように，① r1~3 部J ，② r4~6 音問，③ r7~13 部J ，④ r14~31 部J
の4つの階級を立てて「翻括動数」として分析に用いる。回答校の分布は表3のとおりである。
m.人口規模・学校規模からみる部活動指導の実態
1 .部活動設置数
中学校の妥防舌動設置数は人口規摸や学校規模によってどのように異なっているのだろうヵ、まず，学校規摸に
よる違いを表4の学校規模別審問舌動数と平均醐舌動設置数でみてみる。続し、て，自治体の大きさによってその地
域に住む中学生たちが享受できるスポーツ・卦悶動の数キ種類に違いがあるのかどうかを確認するために，表
5の人口規模別部活動数をみてみる。
表4 学校規模別部活動数 (%) 
30名以下 31名-90名 91名-331名 332名以上
1-3部 94.3 33.3 0.0 0.0 
4-6部 5. 7 6. 7 20.3 1.9 
7-13部 0.0 0.0 68.4 15.1 
14-31部 0.0 0.0 11.4 83.0 
(学校数L (35) (48) (79) (53) 
表5 人口規模別部活動数 (%) 
2万人以下 2万1人-5万人 5万1人...20万人 20万1人以上
1-3部 38.3 21. 7 23.5 10.5 
4-6部 42. 6 18.3 23.5 14.0 
7-13部 12.8 41.7 25.5 31. 6 
14...31部 6. 4 18.3 27.5 43. 9 
(学校数) (47) (60) (51) (57) 
全校生徒数が 30名以下の樹、規模伎では， 94.3%の学校で 1~3 部ととても少ない部活動設置数で，平均翻舌
動設置数は 1.7 部である。なお，審問舌動を設置していない 4校も 30名以下の学校である。全校生徒数が 31~90
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名の小規模佼では， 3分の2の学校で4'""6部の普陥動設置数だが，設置数のもっと少ない学校が3分の1ある
ため，平均寄昨苦動設置数は3.9部である。全校生徒数が 91'"""331名の中規摸校では， 3分の2の学校で7'""13
部の脅問舌動設置数で，平均自国苦動設置数は9.2部である。全校生徒数が332名以上の大規模佼では， 8割以上の
学校で14""'31部とかなり多い開舌動設置数で，平均普問舌動設置数は17.2部である。
人口が2万人以下の自治体では， 8割の学校で6部以下しかなし、 2万1人'""5万人の自1剖本では， 6害IJの中
学校で7部以上ある。また20万1人以上の自制本では， 4分の3の中学校で7部以上あり， 14部以上ある学校
も43.9%と半銑丘くに上る。興味深いのは5万1人"'20万人の自治体で， 7部以上が5劃強と 2万1人"'5万
人の自f台イ本よりもやや少なし、この背景には学校統廃合の問題があると考えられる。つまり， 2万1人"'5万人
の自治体では， 5万1人""'20万人の前倒本よりも学校統廃合が進んで，生徒数の多い学校にまとまっているとこ
ろもあり，その結果部活動も多く設置されているという可能性がある。
2.教員の部活動担当状況
前述のとおり，TAlJSで日本の中学校教員の勤務時間，とくに課外括動指導の時聞が長いことが指摘された。
その内訳は部活動指導に充てている時聞が大きく占めていると思われるが，実際にどのくらいの教員が審問舌動の
顧問を担当し，者間舌動宇惨事にあたっているのだ、ろう7.l'o
まず，表6で学校規模別に割陥動の顧問を担当している状況をみてみよう。ふつうに考えれば学校規摸が大
都、ほど人絹句なゆとりがありそうたしかし実際には，全校生徒数332名以上の学校では顧問を担当している
教員は9割近いのに対して30名以下の学校では5割弱と，学校規模が小さいほど扇聞を担当している教員の害IJ
合は低くなっている 2)。つまり，生徒数ヰ教員の人数に対する制苦動設置数の比率は，規模が大きし母校ほど高
いとし、うことえ
表6
???? ?
??????? ?????
? ? ? ?
では，顧問を担当している教員は，どのような樹舎で顧問を担当するようになったのだ、ろうれ表7で学校規
模別に審問舌動顧問の担当経緯をみてみよう。全校生徒数30名以下の学校では自ら希望した部の顧問を担当して
いる教員は2割に留まるが， 332名以上の学校では5劃近くと，学校規模が大きいほど自ら希望した部の顧問を
担当している割合は高し、学校規模の大きい学校の方が部活動設置数は多く，審問舌動設置数が多くなればさまざ
まなスポーツや郵貯の種目立増えるので，経験したことのある種目の部活動を希望し，その担当になれる可能性
が高くなるからと考えられる。一方で月曜日でもよかったJi，顧問したくなかった」は学校規模が小さし、ほどそ
の割合が高くなっている。中学校教育の一環として何部であれき間宮動指導に関わりたいという考えをもっている
教員も，音問舌動指導に関わりたくなくても教員構成の事情などから顧問を担当せざるを得ず引き受けている教員
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も，それぞれ一定数し、るようすがうカがえる。
表7 学校規模男Ij部活動顧問担当経緯 (%) 
30名以下 31名-90名 91名-331名 332名以上
自ら希望 20.4 25.4 38.4 47.3 
他の部を希望 4. 3 11. 9 15.3 15.7 
何部でもよかった 40.9 36. 8 21.3 19.8 
顧問したくなかった 34.4 25. 9 25.0 17.2 
(教員数) (93) (193) (464) (389) 
3.顧問教員の部活動参加状況
音防舌動の顧問を担当している教員は，音階動指導にあたり，同|升陣主主ができるので活弱沖練習に毎回のように
参加し，週末の練習試合や大会・コンクールなどにも常に引率でつきそう人もいれば学校の都合で技術指導等
はできないが管理顧問として担当しているため，活動や棉習にはあまり参加しない人もいる。では，顧問教員は
普陥動の活動輔衆習にどのくらい参加しているのだろうれ表8...9で平日の放課後と週末の参加のようすにつ
いてみたうえで，その組み合わせで作成する音防舌動参加の行動凹類型を図1と表10からみていこう。
表8は1週間の平日 5日のうち活動明東習がある日数とその参加率を尋ねた質問から月あたりの参加日数を，
表9は土日を1ヶ月 4週間で想定して月あたりの参加日数を算出したものた半数以上の教員が，平日出圏に1
回参加しない日があるかどうか，週末は月に1...2回参加しない日があるかどうかという高い頻度で音問百動指導
にあたっている。
表8 月あたり平日部活動参加
回数
表9 月あたり土日部活動参加
日数
回数 % 日数 % 
0目 O. 6 0目 7. 7 
1-4日 9.5 1-2日 15.5 
5-9日 17. 1 3-4日 19.6 
10-14日 30. 1 5-6日 21. 7 
15-19日 41. 7 7-8日 35.5 
(教員数) (1088名) (教員数) (1093名)
剖活動参加の行動四世算型どは，表8と表9を組み合わせてつくった指標で，①平日も週末も参加度が高い「高
関与劃，②平日の参加度が高い「平日関与型J，@l且末の参加度が高い「土日関与型J，④平日も週末も参加度
が低し、「低関与型」の4類型からなる。
図1 顧問教員の部活動参加「行動四類型』
園高関与型 ロ平日関与型 国土日関与型 圃低関与型
(%) 
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全体で、は，高関与型が 61.4%で，平日関与型・土日関与型・低関与型は 10%台と， 6割による顧問教員が平
日も週末も剖舌動に高い頻度で参加していることがわかる。筆者を代表とする布開会が過去に行った2回の調査
では，高関与型=39.7%・平日関与型=26.3%・土日関与型=13.5%・低関与型=20.6%(西島他2008)，高関
与型=38.7%・平日関与型=31.2%・土日関与型=11.4%・低関与型=18.7%(中津他2009)という分布だ、った。
それらの調査と比較すると，今回の調査では高関与型の割合が非常に高い。理由としては， 2つ考えられる。第
一に，過去の調査では東京などブ曜日市部が含まれていて，それらの地域では音防舌動の活動・練習日がとくに週味
を中心にやや少なし呼頃向にあるが，今回の調査では，週末もふくめて活動・練習日が多いため，平日関与型が少
なくなり，その分高関与型が多くなった。第二に，教育課程との関連を図るよう留意することを求める現行学習
指導要領が過去の調査以降に完全実施されたことを受けて，教員が活動や練習にそれまで以上に参加するように
なった。
学校規概リにみると，全校生徒数30名以下の学校で高関与型がやや少なく，土日閣与型と侭関与型がやや多
川考えられる理FI=!としては， 30名以下の学校の部活動には，柔道部冬唆腿詰1日など地域の道場}t一緒に活動し
たり，道場の指導者が外部宇除守者として参加したりしている部が多いので，顧問が技術指時のために毎日活動や
練習に参加する必要がなし、からと予想される。一方で332名以上の学校で平日関与型がやや多く士日関与型がや
や少ないのは，週末の活動キ練習の少ない文化部が他の規摸の学校より多く設置されているからと予想される。
表10 学校規模別顧問教員の部活動参加「行動四類型(%)
30名以下 31名 ~90名 91名-331名 332名以上
品関与型 48.8 64.4 65.5 58.0 
平日関与型 11. 9 6.2 10.7 15. 1 
土日関与型 19.0 12.4 9.6 11. 0 
低関与型 20.2 16.9 14.2 15.9 
(教員数) (84) (177) (429) (364) 
4.顧問教員の部活動指導に関する課包意識
音防百動の顧問を担当している教員は，審問舌動指導の際や顧問を担当するにあたってどのようなことに課題を感
じているのだろうか。音問百動指導の際に困っていることと顧問を担当する上で、困っていることを尋ね，その結果
を図 2~3 と表 11~14 にまとめた。
まず，音防官動指i拝の際の課題として「とても困っているJrまあ困っている」を合わせた割合が高かったのは，
「大会参加時に会場への移動時聞がかかるJ(37.9%)， r大会参加時に会場への移動経賢がかかるJ(35.7%)だ
った。また，部員に I競技指向者と楽しみ指向者が混在している」状況や「練習時聞がたりなしリことにも困っ
ているようすがうかがえるが， rとても困っている」審l恰は数%で，大きな課題ということではないだろう。
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図2 部活動指導の際の課題 (軸)
固とても困っている ロまあ困っている
競技指向者と楽しみ指向者が混在している
4.2 
外部指導員に意見しづらい
練習時間がたりない
近くに他の中学がな〈練習舘合がで吉ない
大会参加時に会場への移動時聞がかかる
大会参加時に会場への移動経費がかかる
大会参加時の移動の問題は学校のある地蛾性の問題品そこで表1l~12 で人口規棋別にみてみよう。「とても
闘っている」害恰に注目すると， 20万1人以上の自制本の学校の教員は5%ほどしかいなしゅ)，人口規模が小さ
くなるにつれて「とても闘っている」害l恰は高まり， 2万人以下の自治体の学校の教員では3分の1もし、る。 2
万人以下の自治体では， Iまあ困っているJも合わせる左 6割にも上っている。実際，離島や山間部の中学校で
は，県大会に参加するのに宿泊を伴った移動が必要な場合もあり，相当の経費負担になっていると憩像される。
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次に，部活動顧問の担当上の課題として「とても困っているJIまあ困っている」を合わせた害恰が高かった
のは， I活動に十分な生徒の人数が集まらないJ(51.0%)， 1期日活動の時間や量が負担になっているJ(42.7%)， 
「間百顧問が職協かどうか日愛味j (39.5%)， I施設や設備，備品や道具が整っていなし、J(38.4%)だった。教員
の多忙化キ負担感の原因として一般にイメージされる円麿切な外部指導員が得られなIt¥Jや「同僚や管理職の協
力を得られないJ，I家族の理解を得られないjなどは， 1割台に留まっている。
図3 部活動願問担当上の課題 (同)
園とても困っている ロまあ困っている
施設や設備、備品や道具が盤っていない
活動に十分な生徒の人数が集まらない
部活動の運営費用がたりない
適切な外部指導員を得られない
部活動の時間や量が負担になっている
部活顧問が職務かどうか殴除
同僚や管理職の協力奇得られない
家族の理解告得られない
? ??
?
施設設備の問題や部員数不足の問題は学校規模と関わるので，表13-14で学校規模別にみてみよう。「とても
困っている」害IJ合に注目すると，「方面占設備不竹士」では，全校生徒数30名以下の学校では4.3%しかし、なし、が，
それ以上の規摸の学校では 10%台いる。施設や設備・備品明草具が不十分なのは学校規模が小さい学校ではな
いかという印象があるが，大規模佼の方が困っているのは，施設や設備・備品の使用が複数の部活動で競合する
からだろう。「部員数不足」では，全校生徒数332名以上の学校では12.1%に留まっているが，規摸が小さくな
るにつれて困難と捉える割合が高くなり， 30名以下や31名-90名の学校では30%強にも上る。
主主ニ盟主
10.3 
24.6 
50.3 
14.9 
出旦
型車ニ盟主
とても困ってる 32.6 32.8 
まあ困ってる 38.0 34.4 
あまり困ってない 20. 7 24目6
まったく困つてない 8.7 8.2 
(教員数 (92) (195) 
1V.学校経営上の課題~まとめにかえて
1.部活動指導の実態から読み取れる学校経営上の課題
前節で検討してきた審問舌動指導の実態をふまえて，よりよし、審問舌動指導に向けての学校経営上の調琶を4点に
整理して抽出してみたし、
i .人口規模・学校規摸により中学校の部活動設置数が違うことがわかった。このことは中学生のスポーツ・
封問舌動の機会享受の格畳の一因ともなり得る。しかし，学校規摸により教員の部活動顧問担当率が違うことと，
顧問視当上の課題として「活動に十分な生徒のん数が集まらないJを挙げる顧問教員が坤lに上ることもわかっ
た。これらのことは教員の劉t化問題に関わることでもあり，また活動を行うための適王規績が満たされていな
い部が多いことを示唆している。以上をふまえると，①学校規模，②人口規模，~激員の人執④各部に必要な
部員数等の関係から適正戸品目舌動敵置数はどのくらいなのかを検討していくことが求められる。
i.半数:..3分の2の顧問教員が高関与型として苦闘舌動指導にあたっていることがわかった。このことは，部
活動時が明らかに教員の劉亡化の一因となっていることを示している。教育課程内の教育活動との関係で部活
動の活動・練習日数と顧問教員の参加のしかたをどのようにし，教員の糊続輸をどう整えるのがよいのかを検
討していくことが求められる。
出.自治体の人口規摸から読み取れる地蛾の違いにより大会・コンクール参加のための移動にカコかる時閉そ嘱
費が者間舌動指導に際しての課題となることがあることがわかった。者同舌動指導に際しての課題はこれまで日々の
活動や練習での技術指導の質に関心が行きがちだったが，その成果を発揮する機会をどのように保註していくか
も真剣に検酎する必要があるだろう。
iv.学校規模により施設・設備・道具がそろっていないことが削舌動顧問担当上の課題となることがわかった。
??? ?
学校規模が小さいほど十づ士な教育活動を提供できていないという印象があるが実際にはそうではないことから，
各部が十全に活動や練習をすることができるためには.CI洋校規模，②学校がもっている施設や設備・備品や道
具の種類キ数，③翻舌動設置数の三者の関係はどのくらいが適正なのかを検証する必要があるだろう。
2.部活動改革の取り組みへの意見
ところで，翻舌動の顧問を担当している教員の劃亡な穀勝状況の改善や，審問舌動に参加している生徒たちへの
ー活詠準の櫛貯指導を提供できる環境の改善などを目的に，さまざま相陪動改革の取り組みがすでになされて
きている。具体的には，外部指導員の導入や，相会教育・社会体育との連携への移行などである。どくに外害防旨
導員については，文捌省、において「審問舌動支援員(仮称:)Jとして法令で位置づけることを検討する動きもある。
では，学校で実際に害問舌動の宇齢尊にあたっている教員たちは，さまざまな審問舌動改革についてどのように考え
ているのだろうか。主な笥活動改革として以下の4つの取り組みを取り上げて，それぞれの賛否を尋ね，その結
果を図4と表15にまとめた。
A.部活動は学校教育活動の一環に位置づけるが、技術指導は
全て外部指導員に任せるロ (技術指導外部化)
B.部活動は学校教育活動の一環に位置づけるが、練習や活動
場所は、全丈学校外の砲車を使用する， (学校外施設使周)附自
C.部活動は学校教育活動から切り離して、社会教育・社会体
育に移行するが、活動場所として学校の施設・設備を提供す
る。(社会移行場所学校)…自
D.部活動は学校教育活動から切り離して、総合型地域スポー
ツクラブや民間団体などの社会教育・社会体育に全面移行す
る。(全面社会教育移行
園4部活動改革の取り組みに賛成の割合
B 学校外施設使用
(%) 
A.技術指導外部化 29目8
13.4 
C.社会移行場所学校 45.0 
D.全面社会教育移行 41.3 
賛成の害!拾が最も高かったのは.i佐会新T場所学校」の45.0%で，以下.i全面社会教育新引 (41.3%).i技
術指導外制じJ(29.8%)で，最も低かったのが「学校外施設使用」の 13.4%だった。献舌動のあり方は現伏の
ままで，教員の負担の間l臓ぞぜ例措導の質の向上の観点から外音防旨導員を導入しようという取り組みはこれまで
も盛んだったし.i吉岡舌動支援員(仮称)Jにもみられる考え方だろうが，教員の聞での支持品必ずしも高くない。
それよりも，中学生がスポーツ・芸術活動を享受する機会のあり方を変えていく社会教育・祉会体育との連携へ
の移行の方が支持されており，ただ活動場所として学校を提供する取り組みが一番高い支持を得ている点に注目
できよう。「社会移行場所学校」の支持が最も高いのは，教員たちが現在の吉田舌動に生徒たちの放課後の居場所
機能もあると捉えているからではないだろう;6>"
????
外部指導員;の導入や社会教育・社会体育との連掬への移行などの取り組みは，学校外との関わりをもつことに
なり，組蛾の影響を受ける。そこで，表15から人口規摸別にみてみよう。「主跡指導外音日仰は，人口規模が小
さいほど賛成の割合が低く，人口規摸が大きいほど賛成の寄l合が高くなる傾向がみられる。外音防齢尊員として地
域の人材を活用するといっても，民間のスポーツクラブキ習いごとの教室が成り立つような地域でなければ適
切な指導者を探してきで依頼することは難しい現実が反映されている。社会教育・社会体育との連携への新Tに
ついては， í全面社会教育移行1 で出也域差がみられ，とくに 2 万 1 人~5 万人の自治体で一番賛成の害l治が低
い点に注目できょう。学校統廃合など刷協痛情を考慮すると，社会教育・社会体育に全面移行しても生徒たち
が平日の放課後や週末に社会教育・佐会体育施設に通うことの難しさがあるのではないだろうか。それに対して，
「佐会新す場所学校」は，人口規摸にかカわらず 45%前後が賛成しており，地域侍性に影響されにくい改革方
法なのかもしれなし、。
表， 5 人口規模別部活動改革に賛成の劃合
I 2万人以下 I 2万1人-5万人
2. 3 28. 7 
44.9 43.2 
40.6 36.9 
5万1人-20万人
33.6 
46.3 
41.8 
単i
20互iム単上
31.5 
45.6 
45.2 
3.まとめ
本稿では，中学校教員の審問百動指導の多様な実態からよりよい審院舌動を提併するための学校経営上のいくつか
の課題を抽出した。また，すでに検討されている部活動改革に対する教員の意見分布も検討した。目の前の事議
にのみとらわれずに実態の背景を検討し，教員の意見分布もふまえつつ，部活動指導に関わる学協怪営上の課題
を改善していくことが求められる。また，料高では教員対象の調査から翻舌動の実態と課題を検討したが，当事
者である生徒対象の調査も組み合わせて複眼的に審問舌動を捉えて，教育的・佐会的によりよい教育活動を展開し，
子どもがスポーツ・芸術活動を享受する機会を保障できるようにしていくことが望まれる。
<注>
1)平成26年度学校基本調査に基づく中学校の平均生徒数が331名なので，そこを一つの区切りとした。
2)ただし，学校規模の大きい中学校は教員数も多いため，本調査への回答者が若手で審問舌動顧問担当者に集中
していた可官旨性がある。
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